
2) 房総半島における速度構造トモグラフィの分解能 
a) データ 

Matsubara et al. (2005)において、関東地方の三次元速度構造が、10km の分解能で示

されている。走時トモグラフィー解析には 2000 年 10 月から 2003 年 9 月の間に発生した

地震のうち、北緯 34-37 度、東経 138.6-141 度、深さ 200km までの領域を水平方向に 0.01
度（約 1km）、深さ方向に 1 km の領域に分割し、検測数が最大の地震を各領域内から 1
つずつ選択し、地震が一様に存在するようなデータセットを作成した。この領域には、129
個の関東東海観測網および防災科研 Hi-net の観測点が存在する。その結果、解析に用いた

データは 15,214 個の地震からの 422,799 個の P 波到達時刻、 369,596 個の S 波到達時刻

である。 

 
図８ 2002 年に実施された房総半島縦断する反射法探査の領域の鉛直断面 
 
b) 手法 

Zhao et al.（1992）の走時インバージョン法（トモグラフィー法）に、ある距離範囲内

のグリッドの速度に相関（スムージング）を導入した手法（Matsubara et al., 2004, 2005）
を用い、三次元速度構造を求めた。東経 138.6 度から 141 度、北緯 34 度から 37 度を解析
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領域として、三次元的に格子点を配置し、それぞれの格子点でのスローネスを未知パラメ

ーターとした。P 波・S 波速度構造・観測点補正値と震源を交互に求め、残差の減少の仕

方が落ち着くまで繰り返した。 
初期速度構造として、防災科研 Hi-net の震源決定で用いられている構造（鵜川・他、

1984）を用いた。格子点は水平方向には 0.05 度（約 5km）間隔で配置し、深さ方向には

深さ 50km までは 2.5-5 km 間隔で、50km 以深は 10 km 間隔で配置した。 
チェッカーボードテストの結果、分解能は格子点間隔の 2 倍、すなわち水平方向に 0.1 度

（約 10km）、深さ方向に 5-10km であった。 
 
c) 結果 

2002 年に実施された房総半島縦断する反射法探査の領域の鉛直断面を図８に示す。フィ

リピン海フレーの上面に位置する深さ 20～30km では、それほど活発な地震活動はない。

S 波の速度パーターベーションでは、深さ 30km 付近から北へ傾斜する低速度層が見られ

る(図８矢印 A-A’)。北緯 35.6～35.8 にかけての深さ 10～25km では、北へ傾斜する低速

度領域が存在する(図８矢印 B-B’)。 

 

図９ 反射法探査側線に直交する鉛直断面 
 

 286



蓮沼を通り、反射法探査側線に直交する鉛直断面を図９に示す。フィリピン海プレート

最上部の低速度海洋性地殻と考えられる低速度層が深さ 50～60km に見られる(図９矢印

C-C’)。フィリピン海プレートの沈み込みに伴う地震活動はその低速度層とその下の高速

度海洋性マントル部で発生している。深さ 60～100km においては、太平洋プレートの海

洋性地殻の低速度層が見られ(図９矢印 D-D’)、さらにその下の高速度マントル部もイメ

ージングされている。二重地震面の上面は低速度層と一致し、下面は高速度層内に存在す

る。 
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3) 関東地方の三次元地震波減衰構造 
 

関東地域における三次元減衰構造は Sekiguchi(1991)などの研究から求められてきてい

るが、 既存の研究では地震波速度構造トモグラフィに比べて非常に粗いグリッドが用いら

れてきた。震度予測などを行なうためには、速度構造と共に減衰構造も重要なパラメータ

であるため、本研究では、 防災科研 Hi-net によって得られた振幅データから、トモグラ

フィによって関東地方におけるＰ波およびＳ波の詳細な三次元減衰構造を推定した。 

 
図１０: トモグラフィに用いた震源(茶色の点)、 および防災科研 Hi-net の点(緑三角)。 
 
a) データ 

2000 年 10 月から 2005 年 6 月までに発生した地震の中で、以下の条件を満たす防災科

研 Hi-net のＰ波、Ｓ波の最大振幅情報をデータとして用いた。 
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・北緯 32 度～38 度、東経 136 度～東経 142 度、まで深さ 0km～300km の地震  
・マグニチュードの大きさが 2.5 から 5.5 の範囲内である地震 
・P 波または S 波が到達してから 2 秒以内に最大振幅が到達した地震 
・水平方向 0.01 度と深さ方向 1km の中で読み取り数が一番多い地震 
 

これらに当てはまる地震は 4479個であり、領域内にある防災科研 Hi-netの観測点は 413
点である(図 1０）。なお、トモグラフィに用いた総波線数は 179525 である。 
 
b) 手法 

最大振幅をデータとした Q 構造トモグラフィ（関根・他 2004 地震学会）で P、S 両方

の波について解析を行なった。なお、グリッドは水平方向に 0.25 度深さ方向に 5km のメ

ッシュを切ってあり、初期値の Q としては、Ｑp＝500、Qs = 200 とし、最大振幅は５Ｈ

ｚ付近にピークを持っているとして計算を行った。なお速度構造は松原・他[2004 合同大

会]の西南日本の三次元速度構造を用いている。 
 
c) 結果 

トモグラフィの結果およびチェッカーボードテストの結果を以下に示す（図１１～１

４）。トモグラフィの図では、低減衰域(High-Q)は水色から青色の寒色系で示し、高減衰

域(Low-Q) は黄色から赤色の暖色系で示している。また、黒三角の点は第４紀の火山の位

置を示している。なお、Qp と Qs で同じカラースケールを用いているため Qs の方で周囲

の赤くなっている部分は、波線は 50 本以上通過しているが、本質的にあまりよく解けて

いない部分であると思われる。 

 
図１１  15km における Qp (左上)、 Qs (右上)、 チェッカーボードテスト(左下)の結果 
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図１２ 50km における Qp (左上)、 Qs (右上)、 チェッカーボードテスト(左下)の結果 

  
図１３ 90km における Qp (左上)、 Qs (右上)、 チェッカーボードテスト(左下)の結果。 

 
図１１、１２に 15km および 50km の深さにおける Qp および Qs の平面図を示す。深

さ 15km では、三宅島や御岳付近に火山起因のものと思われる Low-Q の領域が広がって

いる。また、神奈川から山梨にかけては Qp、Qs 共にフィリピン海プレートに起因する

High-Q の領域が存在する。この領域は深くなるにつれて北東方向に移動し（図１３も参

照）、Sato et al. (2005) によって求められたフィリピン海プレートの形状と調和的である

（図１４）。また北緯 36 度付近埼玉県東部の 40km から 50km の深さにおいては、非常に

顕著な Low-Qs の領域を見ることができる。但し、同じ領域で顕著な Low-Qp は存在しな
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い。この領域は Kamiya and Kobayashi (2000) における蛇紋岩の存在が推定されている

地域であり、それが本研究によって確認できたと考えられる。 
 

 
図１４ 大大特測線に沿った断面図。 
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(d) 結論と今後の課題 
 反射法データの再解析により、関東地方南東沖のプレート構造を解明することで関東地

方南部との類似点および相違点が明らかとなった。相模トラフに平行な方向に類似したプ

レート構造が連続しているが、詳細に比較すると房総半島の東西でフィリピン海プレート

の境界の深さがやや異なることが明らかとなった。首都圏の地震発生予測の信頼性を向上

するためにプレート構造を高い分解能で解明することは重要である。これまでの調査によ

りトラフに垂直な方向については詳細なイメージングが得られたため、今後トラフに水平

な方向の構造を明らかにしていくことが必要である。 
関東地方の 10km の分解能でのトモグラフィ解析の結果、房総半島の深さ 0～10km ぐ

らいの分解能は非常に悪い。太平洋側については、0～30km ぐらいまで悪い。一方、関東

地方の西部では、5km の分解能でも解析可能であった。房総半島の太平洋側は、観測網の

端にあたるが、地震は海側でも発生しており、観測点が存在すれば、構造は推定できると

考えられる。したがって、この差異は、観測点密度が小さいためと考えられる。観測点密

度を大きくすることにより、房総半島においても、詳細な三次元速度構造を求められると

考えられる。 
P 波、S 波の最大振幅を用いることにより関東地方における三次元減衰構造 Qp、 Qs を

推定することができた。今後は、強震動などを計算する際の基本データとして、周波数ご

との Q を三次元的に求めていくことが重要であると考えられる。 
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(3) 平成 1８年度業務計画案 

千葉県北西部から茨城県南部を含む地域にて、自然地震データを利用して弾性波速度構

造を求め、求めた地下構造（３次元）を元に自然地震の震源決定を行い、高精度な震源決

定を行い、当地の地震発生の場であるプレート構造などを明らかにし、地震発生断層モデ

ルの精緻化に資する。 
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